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能登半島地震の現状と
し尿処理に関する課題と対策

令和６年度災害廃棄物処理担当者向け課題別研修会



令和６年能登半島地震の現状
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令和６年能登半島地震

2024 年１月１日16 時10 分
能登半島地震の震度分布図
（M7.6、深さ16km、最大震度７）
※気象庁資料より

ライフラインの被害状況（令和６年３月26日時点）
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石川県の建物被害状況

【 石川県災害廃棄物処理実行計画 令和６年２月29日】

【参考】奥能登６市町の人口（2023年4月人口統計）
七尾市 48,839人（271人）、輪島市 23,575人（389人）、珠洲市 12,808人（216人）、
志賀町 18,569人 （72人）、穴水町 7,482人（83人）、能登町 15,449人（133人）
※（ ）内：令和6年１～３月の転出超過人数 ３
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【参考】 人口ピラミッド

日本全国（1995年） 日本全国（2020年）

※左の円グラフは年代別割合で、黄色は0～14歳、緑が15～64歳、橙が65歳以上

珠洲市（2020年） 輪島市（2020年）

65歳以上

52%
65歳以上

46 %

65歳以上

29 %
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石川県の木造比率は96% 生活道路の支障物

がれき混じりの津波堆積物

壊滅的な家屋被害

６



家屋等の被害状況（珠洲市・穴水町）

珠洲市飯田町 1月7日 珠洲市飯田町 1月7日

珠洲市飯田港 1月7日 穴水町 1月９日
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自動車専用道路の寸断状況 ２月２５日撮影
２月中旬に開通した能越自動車道（徳田大津IC～越の原IC： 片側一車線のみ（金沢 能登方面））
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石川県内の浄化槽 約1.9万基（市町設置:約3千基、個人設置:約1.6万基）

浄化槽・下水道の被害状況

浮き上がった下水道マンホール（珠洲市鵜飼地区 4月15日） ９



県内外の処理施設へ

石川県の被災したごみ焼却施設・し尿処理施設等の状況（令和６年４月9日時点）

ごみ焼却施設等の状況
石川県

被災施設数:
石川県１１施設

うち復旧施設:９施設
うち代替措置:２施設

石川県のごみ焼却施設等の状況石川県のごみ焼却施設等の状況 石川県のし尿処理施設の状況石川県のし尿処理施設の状況

し尿処理施設の状況

志賀町

宝達志水町

能登町

その他現地の状況に応じて
臨機応変に回収

※1/9稼働開始

金沢市西部
衛生センター

施設が停止している市町

:稼働停止施設

:し尿一時受入施設

:稼働中施設

石川県

処理能力対応状況見通
し

施設名称

29kL/日代替措置：

貯留ピットに一時貯留後に輸送

珠洲市

浄化センター

し
尿
処
理
施
設

25kL/日－1/9

復旧

能登町

衛生センター

40kL/日
代替措置：

貯留ピットに一時貯留後に輸送

輪島

クリーンセンター宅田分

場

7kL/日3/11

復旧

穴水町

し尿処理施設

79kL/日2/9

復旧

ななか

クリーンセンター

6.2kL/日－

（※１系統運転で対応）

1/9

復旧

鹿島中部

クリーンセンター

80kL/日
－

1/9

復旧

衛生センター

（羽咋郡市）

処理能力対応状況見通し施設名称

30t/日ー3/18
復旧

奥能登

クリーンセンターご
み
焼
却
施
設
等

35t/日ー1/22復
旧

輪島・穴水
クリーンセンター

70t/日ー1/11
復旧

ななか
リサイクルセンター

66t/日ー1/12
復旧

リサイクルセンター
（羽咋郡市）

石
川
県

珠洲市
浄化センター

現状

 4施設が被災し、全ての施設が復旧。県内外の施設に

よる処理から、復旧施設での処理に順次移行。

対応課題

排出状況に応じて広域的な処
理を調整。

避難所や停止していた施設で
保管している廃棄物の受入処
理施設の確保。

現状

 ７施設が被災。５施設が復旧。停止中の２施設では受入タ
ンクを一時貯留基地として利用中。

 一部、下水処理場を利用した処理を実施。
 仮設トイレの急速な増設に併せて回収体制を順次強化。

対応課題

各施設のプラントメーカーと連
携し、早期復旧に取り組む。

処理施設の早期復旧

施設が停止している市町

:能登地域外への広域輸送

:復旧済み施設

:稼働中施設

※1/12稼働開始

能登町
穴水町

輪島・穴水クリーンセンター
輪島市

七尾
市

志賀町

奥能登
クリーンセンタ－

珠洲市

ななかリサイクルセンター
※1/11稼働開始

リサイクルセンター
（羽咋郡市）

:し尿の受入処理を
実施中の下水処理場

県内の処理施設
（金沢市東部環境
エネルギーセンター）へ

※1/22稼働開始

一時貯留して集約したし尿は、
羽咋郡市広域衛生センター及び
小松加賀衛生センター等に運搬
して順次処理を実施

衛生センター
（羽咋郡市）

輪島クリーンセンター
宅田分場

※1/9稼働開始

鹿島中部
クリーンセンター

七尾市

穴水町し尿処理施設

ななかクリーンセンター

下水処理場
（中央水質管
理センター）中能登町

※1/9一部稼働開始

輪島市

下水処理場
（穴水浄化
センター）

能登町衛生
センター

珠洲市

羽咋市

穴水町

※2/9稼働開始

※3/19稼働開始
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今回の災害廃棄物対応の特徴

• 深刻なインフラ被害

• し尿・ごみ処理施設の被災

• 断水に伴うし尿回収の緊急性・長期化

• 上下水道や浄化槽等の地下埋施設の復旧の遅れ

⇒ 広域処理が不可欠、かつ長期化

⇒ 生活ごみ・し尿処理と災害廃棄物の同時対応

• アクセス道路が寸断し、陸の孤島に

・ 交通渋滞や宿泊施設の不足による支援や作業時間の制約

⇒ 広域搬送や現場でのし尿等の収集運搬・処理効率が著しく低下

⇒ 海上輸送も海岸の隆起や護岸の損壊等による遅れ

• 超高齢化（人口の半数以上が65歳以上）、空き家率２割、２次避難

⇒ 公費解体申請の支障、解体現場での立会いが困難

⇒ 避難所等のトイレ問題、浄化槽の放置化 １１



【基本的事項】
 被災地域のし尿・生活排水処理の問題は、上水道等のインフラ復旧に伴って深刻化する。

 下水道、浄化槽（みなし浄化槽を含む）、汲み取り便槽、し尿処理施設（汚泥再生処理セン
ターを含む）等の被災状況を確認し、被害があった場合は、速やかに緊急措置を講ずる。

 避難所における仮設トイレの設置や、仮設住宅の生活排水対策を十分に講ずる。

手 段目 標施 設

土嚢等による下水の水路等への誘導 バキュームカーによる処理場
への運搬 ポンプ車による汲み上げ、液体塩素等による消毒、放流

下水の生活圏外への排除 水
質基準：大腸菌群数 3,000個／
cm³以下

下水道

※使用可否の判断基準
①漏電の恐れが無いか ②ブロワが作動しているか③流入側の漏水
が無いか ④消毒が行われているか
判断基準に一つでも該当する場合 ⇒ 使用不可
判断基準に該当しない場合 ⇒ 応急復旧まで暫定的に（最長3ヶ月
を目途）使用可能

迅速な使用可否の判断

適切な清掃による公衆衛生・環
境保全上の機能の確保

浄化槽

臭突管が損壊：臭気漏洩を防ぐ応急措置

使用不可（損壊、便槽が満杯等）：自治体等による代替措置（仮設ト
イレ設置等）

迅速な状況把握
清掃業務体制の整備

汲み取り
便槽

バキュームカーによる被災地域および稼働可能なし尿処理施設への
広域移送

浄化槽汚泥および汲み取りし
尿等の受入、処理

し尿処理
施設

出典：「災害廃棄物分別・処理分別マニュアル」（一般社団法人廃棄物資源循環学会）を元に作成

災害時におけるし尿処理について
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仮設トイレの課題と対策
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人はなんでもする！

人情としては、水を調達してトイレに流してトイレで用を足
したい＝とにかく水をどこからか調達→しかし、しばしば詰
まってしまい使用不可に

水がなければ、ビニール袋と新聞紙で
庭や畑に穴を掘って、避難所周辺に穴ぼこトイレ地帯が…
男子の小便は側溝トイレ…

最初の避難場所が近くの小学校だったので、そこ
で使いました。地震直後から、水は断水していたの
で、初めは水も流れず、溜まっていく一方でした

○○出張所のトイレ使用。オマルのようなトイレに
砂のようなものをかけ、次々に大便をした。あまり
にひどいので小学校に移動した

流す水がなかったのでみんな用を足しそのまま
だった

6時間以内までに7割以上がトイレに行きたくなる
トイレは水・食事以上に待ったなし！

３ そして起こるトイレパニック

４ 水洗トイレが使えなくなると１ 発災後には

６ 仮設トイレはすぐにこない

発災後の避難生活初期のトイレ事情

屋内にいても掃除用具がなく（汚物入れ等も）、清潔感が
なかった

体調を悪くする人が多かった。オムツ類は室内の暗さにて
交換ができにくかった

熊本でもトイレを使用したがらない女性が、エコノミークラ
ス症候群になってしまう事例多発

揚水ポンプも稼働しないので断水

下水処理場、し尿処理施設、浄化槽も停止長時間
停電すると、水道水も止まり、トイレの水（1日1人60
〜70ℓ）も流せなくなる

夜間も真っ暗、携帯も通じない＝通信手段ダウン
つまり、停電と断水はもれなくセットで起こる水洗ト
イレは使えなくなる

２ しかし、停電、断水すると

５ そして体調不良と感染症の恐れが…

発災後から3日以内と回答した自治体は10件で全体の3分
の1 

 4〜7日という回答が5自治体、8日から14日が8自治体
 1ヵ月以上要した自治体も4 
道路を啓開する時間を要したこと、また、道路啓開しても

すぐに仮設トイレが届かなかった状況が推察される

※2018年9月胆振東部地震：北海道ブラックアウト（約２日間）
※2019年9月台風15号：千葉県・南総地域長期間停電（場所
によっては1ヶ月以上）
※能登半島地震：珠洲市では４ヶ月以上断水が続いた

大正大学地域創生学部地域創生学科
岡山朋子教授講演資料「災害時におけるトイレ・し尿処理対策」を編集

１４
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現地処理概 要特 徴名 称

保管・ 回収
最も簡易なトイレ。調達の容易性、備蓄性に優れる。吸収シート方式

凝固剤等方式
携帯トイレ屋

内 保管・ 回収
し尿を機械的にパッキングする。設置の容易性に優れる。ラッピング型、コンポスト

型、乾燥・焼却型等
簡易トイレ

下水道
地震時に下水道管理者が管理するマンホールの直上に便器及
び仕切り施設等の上部構造物を設置するもの（マンホールトイレ
システム）

マンホール 直結型

組立トイレ
屋

外
汲取りいわゆる汲み取りトイレと同じ形態。地下ピット型

汲取り

平ボディのトラックでも使用可能な移動トイレ。
イベント時や工事現場の仮設トイレとして利用されているもの。簡易水洗式

非水洗式

ワンボック
ストイレ（車
載トイレ）

汲取り
4ｔトラックで移設、比較的大型の可搬式トイレ。し尿を浄化処理し、

洗浄水として再利用。汲取り頻度を大幅に低減太陽光パネルと
蓄電池を搭載し、商用電源がなくても運用が可能

循環式 トイレ

自己処理型
トイレ屋

外

快
適
ト
イ
レ

コンポスト
人間の排せつ物を微生物の働きによって分解・処理するトイレ水
がなくても利用できる汲み取り作業なし悪臭が抑えられる堆肥を
生成できる電源とメンテナンスが必要一日の使用制限がある

バイオトイレ
（コンポストトイレ）

汲取り
下水道

し尿が積載された状態での走行が可能仮設トイレを軽トラックと
一体化し自走式にしている。 自走式なので設置・給水・後処理が
とても簡単。 外観のデザインが優れ、内部は仮設トイレとは思え
ない清潔な個室空間。

自走式仮設トイレ
トイレ
カー

汲取り
下水道

洋式便座を設置した広い個室を4室有し、災害発生初期からのト

イレ使用や、長期使用時の衛生環境維持に配慮した各種機能を
備えている。 車でけん引が可能なため、遠方の被災地でもトイレ
が必要な場所まで移動及び設置が可能。

移動設置型水洗トイレ
トイレ
トレーラー

災害時に活用する各種トイレ
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段ボールトイレ

仮設トイレの多くは和式
高齢者には不適

水汲みも重労働 外のトイレは暗く寒い

劣悪な状況

新聞紙トイレ

避難所におけるトイレの状況（衛生環境の悪化）

１６



避難所名( ) それ以外の設置場所（ ）
[ア]主に使用されているトイレの種類は、どのようなタイプか。
・仮設トイレ（和式）・仮設トイレ（洋式）・常設トイレ（下水道接続）
・常設トイレ（浄化槽接続）・簡易トイレ（凝集剤で固める）
・トイレトレーラー・その他

[イ]トイレは水洗式または非水洗式（ぼっとん型）か。
[ウ]設置場所は、人目につきやすく、保安上安全なところであるか。
[エ]トイレが男女別になっているか。
[オ]トイレ周辺や内部の照明は明るいか。
[カ]トイレには過度に寒くならないよう暖房設備があるか。
[キ]高齢者や障がい者への配慮をしているか。
[ク]人工肛門・人工膀胱保有者やおむつ交換のためのスペースがあるか。
[ケ] 内部に、トイレットペーパー、消臭／芳香剤、サニタリーボックス(女性用の
み)が配備されているか。

[コ] トイレットペーパーは便器内に捨てず、内部に設置したビニール袋や箱に入れ
ているか。

[サ]手洗水や手指消毒液を配備しているか。
[シ]トイレ掃除を定期的に行っているか。
[ス]トイレを管理する責任者を決めているか。
[セ]トイレの基数や、消臭／芳香剤などは足りているか。
[ソ]バキュームカーによる回収は定期的に行われているか。直近に回収が遅れ使え
なくなったことはないか。

避難所におけるトイレ環境づくりのチェックリスト

１７
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仮設トイレの設置とし尿の収集運搬体制の構築

【対応事項】
仮設トイレの汲み取りの対応の流れと留意点等を以下に示す。
①仮設トイレの設置※防災部局等の他部局が対応する場合がある。※仮設トイレは
水を少量しか使用せず、トイレットペーパーが詰まりやすく なるため、仮設トイレ内に「紙
入用のボックス」を設置し、できる限り便器 内にトイレットペーパーを流さないよう掲示し、
効率的な収集を図る。
②仮設トイレの設置場所・基数等を関係者に情報共有※仮設トイレは避難所だけでな
く、断水世帯や病院等に設置される場合があ る。それらについても関係者で情報共有
してし尿を収集する。※汲み取りが必要なマンホールトイレなど、トイレの種類に留意す
る。 ③収集対象・量を把握し、通常の体制での対応可否を判断※適宜収集委託業者
等の関係者間で協議を行い、総合的に判断する。
④支援要請（通常の体制で対応が困難な場合） ※支援要請や事務手続の主体を明
確にする。
⑤支援調整 ※小規模災害では、市町と民間事業者団体の協定を活用し、直接支援
調整する。
⑥支援主体の決定 ※車両・人員等の詳細は、支援・受援者間で詳細を調整する。
⑦収集運搬計画の作成 ※適宜収集委託業者等の関係者間で協議を行い、内容を検
討する。
⑧仮設トイレのし尿収集 ※仮設トイレの増設・撤去や、収集のタイミングに関する連
絡窓口を調整する。

出典：発災時のし尿等の収集運搬に係る相互支援に関する手引き（案）（滋賀県 琵琶湖環境部循環社会推進課、近畿地方環境事務所）より １９



し尿処理の課題と対策
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・し尿収集運搬を委託している組合との災害時の協定により、迅速に対応

・し尿処理関係の組合及び区長と情報交換を密にし、各区に設置した仮設トイレへの収集運搬車両
の手配を実施

対応
令和元年東日本台
風
【長野県】

・業務単価を明示して毎年度協定を締結していることが、混乱時の早期業務着手に寄与備考

・避難所の仮設トイレのし尿は、市町が平時の委託業者に依頼し、毎日又は避難所からの連絡を受
けて収集、し尿処理施設で処理を実施。

対応
平成30年7月豪雨
【愛媛県】

・市内の別の許可業者（１業者）へ収集運搬を特別に許可し、処理体制を確保対応

・市内の他地区を担当する許可業者に真備地区のし尿汲み取りを依頼

・真備地区のし尿貯留槽から処理施設への搬送は、大型バキューム車を複数台所有業者に依頼
対応

平成30年7月豪雨
【倉敷市】

・倉敷市では、平時はし尿収集業務を直営及び収集運搬許可業者17社で実施。事業者ごとに収集
区域を指定。真備地区の担当許可業者は1社のみで、社屋や車両等は同地区内に所在。

備考

・宮城県が山形県に協定に基づく支援を要請し、山形県業界団体からバキューム車を提供・鹿児島
県業界団体からバキューム車が無償譲渡

対応東日本大震災【宮城
県】

・バキューム車の燃料確保が課題であり、山形県の中継基地でガソリン供給を実施・緊急支援車両
として認められていなかったため通行できない状態だった
・浄化槽からの汲み上げでは、災害廃棄物等が混入しバキューム車が使用できないことがある。
・浄化槽汚泥の塩分濃度が高いことがあり、車両への影響を考慮する必要がある

備考

・地元業者が収集したし尿・汚泥を岩沼市の中継基地から山形県の浄化センターへ搬送して処理
対応

東日本大震災
【宮城県】

・全国の業者の機材及び人的支援により、被災後10日目頃に通常と同等の運搬及び汲み取りの体
制を確保（国や全国知事会等に支援を要請し、県外からバキューム車を確保）

対応東日本大震災
【岩手県】

・避難所リストをもとに、収集委託業者と毎日情報交換してし尿収集を実施・横浜市、新潟市の応援
隊に、避難所のし尿収集を依頼

対応
東日本大震災
【仙台市】

・通信網が途絶したため、電気が復旧するまでは、毎日全収集運搬業者を参集させて直接情報交
換及び指示を行った
・土地勘のない他市の応援隊のみでも円滑に作業できるよう、最初の3日間程度は委託業者と合同
で収集運搬を実施

備考

し尿の収集運搬に係る対応事例
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し尿処理施設が停電や浸水により被災した対応事例

生活上直ちに影響のあるし尿等以外は搬入しないよう各収集許可業者に連絡

高圧電源車を手配・隣接する焼却施設の自家発電を利用し、稼働を継続

排水処理ポンプが停止し、可搬ポンプを使い対応・稼働停止した施設の貯留槽にし尿を投入

他の施設で処理

対応

令和元年台風第19
号等
【千葉県】

現在は、平時の対策として、毎日し尿・浄化槽の受入槽が空になるよう運転備考

貯留槽で受け入れた後、近隣自治体施設に運搬して処理対応令和元年東日本台
風
【茨城県・栃木県】

被災した施設は廃棄物処理施設災害復旧事業により復旧工事（令和4年度末完成予定）を実施し、

工事期間中は近隣自治体の施設で処理
備考

貯留槽に一旦し尿を搬入し、タンクからし尿を抜き取って他の施設に運搬し処分。公共下水道で
の処理も実施。

対応
平成30年7月豪雨
【愛媛県】

8/24まで外部搬出による処理を行い、8/27に仮復旧、H31/3/18に本復旧備考

県と熊本県環境事業団体連合会との協定に基づき、市町村からの要請を受けて、関係省庁や流
域下水道指定管理者等と協議し、熊本北部流域下水道の施設を利用（マンホールからし尿を投
入）して処理

対応
平成28年熊本地震

【熊本県】

町浄化センター（下水道処理施設）内のマンホールなどにし尿を直接投入(4/16～4/20)・熊本北
部流域下水道のマンホールに投入(4/21～5/10)

対応
平成28年熊本地震

【益城町】

地元業者が収集したし尿・汚泥を岩沼市の中継基地から山形県の浄化センターへ搬送して処理
対応

東日本大震災
【宮城県】

内陸の施設で受け入れ。内陸部の施設まで約100kmの距離があったため、多目的貯留槽で一旦
貯留（中継）し、中型ないし大型のし尿収集運搬車両にし尿を積み替え、効率的な運搬を実施

対応東日本大震災
【岩手県】

使用可能だった受入槽や中間貯留槽で貯留

ドラムスクリーンを設置し、簡易処理を実施・関係者と調整し、下水道終末処理場へのし尿投入が
可能となり、後方輸送によりし尿を投入。同処理場の不具合で投入中止となった後は、他の施設
に後方輸送を実施

対応

東日本大震災
【仙台市】
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し尿等の処理の状況と課題（珠洲市）

状 況

①市浄化センター（下水・し尿・浄化槽汚泥を処理）が停止
②避難所、事業所等に設置された仮設トイレから主に応援業者がし尿を回収
③回収した、し尿や汚泥を浄化センター貯留槽に一時貯留

課 題

①浄化センターはし尿、下水汚泥、生ごみ等を
用いたメタン発酵を併設した複合施設。復旧の
目処が立っていない。
⇒仮配管により、し尿のみ処理開始（4月下旬）

②多数の仮設トイレが分散しており、回収に時
間を要した。

③隣接する能登町の衛生センターに搬送するも
処理量が不足

⇒羽咋郡市広域衛生センターや金沢市西部
衛生センターへ広域搬送

⇒搬送時間・費用の増大
（珠洲～羽咋：95ｋｍ、珠洲～金沢：140ｋｍ）

浄化センター貯留槽にし尿等を一時貯留

貯留槽から処理槽に仮配管し、し尿のみ処理
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避難所のし尿処理の状況について 令和６年２月21日時点
環 境 省

色分けにより分別した簡易
トイレ固形ごみと可燃ごみ

和式→洋式トイレへの転換

現状

 バキュームカーで仮設トイレに溜まったし尿の回収を実施。※簡易トイレについては使用後に固形ごみとしてパッカー車で回収。

 稼働停止となっていたし尿処理施設の復旧が進んだ他（７施設中４施設）、バキュームカーの輸送効率を向上すべく、停止中の２施設の受入タンク
を一時受入施設として活用。また、七尾市及び穴水町の下水処理場においてし尿の受入処理を実施中。さらに、富山県のし尿処理施設においてもし尿
の受入処理を実施中。

 避難所等に引き続き仮設トイレの設置を推進（経産省中心に2/14時点で約1,150基を設置済み（民間設置分の約320基を含む。））するとともに、各
市町において、避難所の状況をきめ細かく把握し、適切な頻度で回収することを念頭にバキュームカーの運行を管理。

対応課題

① 各市町の仮設トイレの設置状況をリスト化し自治体に提供する他、現
地職員を通じて各市町におけるバキュームカーの運行状況を把握す
るなど、適切な頻度での回収が行われていることを確認。引き続き、
現地へのきめ細かなサポートを実施。

① 回収体制の強化が進み、適切な頻度での回収体制を整えている状
況であるが、引き続き、現場の個別の状況を的確に確認し、維持・徹
底していく必要。

② 環境省職員が避難所の仮設トイレの衛生環境の点検や避難者の
ニーズ把握を実施(2/15時点で約200箇所)。経産省から、洋式トイレ
アタッチメント550基・ランタン700個(2/14時点)を現地に送付している
他、環境省と関係団体で連携し、消臭スプレー約2200本を配布中。ま
た、県と連携して公衆トイレの状況を個別に確認し、衛生面を確保。

② 仮設トイレの衛生環境や利便性（和式→洋式への転換、夜間照明

等）について、現場の課題を把握していくことが必要。また、一部の公
衆トイレにおいて不適切な使用状況が確認され、衛生環境の確保が
必要。

③ 固形ごみについて、地元自治体のパッカー車に加え、県内外の自治
体や民間事業者の応援派遣により回収を実施。使用後簡易トイレの
回収については色分けによる分別等、清掃業者への注意喚起を実施。

③ 簡易トイレから発生した固形ごみについても回収体制を確保しつつあ
る状況。回収時の衛生面の確保（中身の飛散防止等）を含め、維持・
徹底が必要。

【仮設トイレからのし尿回収の流れ（イメージ）】

避難所等の仮設トイレ バキュームカー し尿処理施設

【使用後の簡易トイレの回収の流れ（イメージ）】

簡易トイレ ごみ運搬車 ごみ処理施設固形ごみでの保管

画像:経済産業省X（旧ツイッター）
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①必要車両台数の計算
し尿等の収集運搬に関する入手可能な情報をもとに、必要車両台数を計算する。対象業務は以下の

とおり。
・通常の汲み取りの継続
・便槽の緊急汲み取り
・仮設トイレの汲み取り

被害情報等
・し尿等の収集運搬車両の被災状況
・道路の被害状況
・し尿処理施設の被害状況
・上下水道の被害状況
・避難所開設状況、避難者数
・仮設トイレの設置状況 等

支援要請

②回収ルート・割り当て表の作成
地図上で避難所等の回収ルートを整理する。また、車両・事業者の割り当て表を事業者と相談の上、
作成する。作成における留意事項は以下のとおり。
・他地域の支援者は土地勘が無いため、避難所の汲み取りや収集しやすい地区割などを考慮した人員
配置とする。
・避難所の詳細情報を入手する際は、避難所管理者（衛生担当者）等と連携する。適宜、防災部局や
リエゾン等の関係者にも確認する。
・緊急汲み取りや避難所の汲み取りなど、優先順位を考慮する。
・収集事業者の汲み取り実績や、避難者数を確認しながら、随時、車両台数等の見直しを行う。

収集運搬計画の作成

収集運搬車両が不足する場合や、し尿処理施設が被災した場合、府県へ支援要請を行うなどして、支援を受
ける車両台数や、貯留槽等への一時的な貯留、他のし尿処理施設での処理も踏まえて、改めて、収集・貯
留・処理計画を作成する。

出典：発災時のし尿等の収集運搬に係る相互支援に関する手引き（案）（滋賀県 琵琶湖環境部循環社会推進課、近畿地方環境事務所）より２５



浄化槽の課題と対策
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浄化槽とは

便器からの排水

キッチン・洗面・
風呂からの排水

雨樋からの排水

汚 水

雑排水

雨 水

単独
単独浄化槽

（現在設置不可）

合併浄化槽

単独
側溝等放流
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浄化槽の基本構造と特長
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浄化槽は地震などの災害に強い

・ 本体はＦＲＰで、ブロワ以外の機械類が少ない。
・ 液状化など地質の影響を受けて沈下・浮上はあっても、

本体そのものが壊れることは少ない。
・ 本体のずれによるパイプの外れがほとんど。
・ 災害時でも浄化槽の修補はできる。１週間から10日で

復旧。下水道は30日から６か月かかる。

・ 耐用年数は20年～30年、放置するとひび割れ等が発生。
・ 古い家屋や空き家が多く、長期間の断水等により、浄化

槽が放置状態。
・ 公費解体とともに浄化槽を撤去することが多い見込み。
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浄化槽の対応について
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災害で被災した浄化槽の点検
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災害発生

状況確認（○）

詳細確認（■）

応急措置（■）

復旧工事（☆）

暫定的に
使用可能
と判断

暫定使用

使用可能
と判断

応急処置後
使用可能

と判断

暫定的に
使用可能

と判断

判断が
つかない

使用は
危険

と判断

使用しない 使用しない

使用しない暫定使用

使用
不可能
と判断

平常使用

A

C

○： 住民（管理者/設置者/使用者）が行う行為
■： 保守点検業者等が行う行為
☆： 浄化槽工事業者が行う行為

災害発生後の浄化槽使用と復旧対応の流れ

１．住民等による「状況確認」
状況確認：住民（浄化槽管理者・設置
者・使用者）による自宅の水洗トイレ
ならびに浄化槽に関して、当面の使
用の可否を住民自ら大まかに判断

３．工事業者が行う「復旧工事」
復旧工事：「詳細確認」ならびに「応急
処置」の結果、所期の性能の回復に
際して必要と判断された場合の改修
作業

２．保守点検業者による「詳細確
認」・「応急処置」
詳細確認：保守点検業者が浄化槽な
らびにその付帯設備の被害状況を確
認する行為

応急処置：「詳細確認」により明らかと
なった被害状況を踏まえて、所期の性
能を回復させるため、あるいは大規模
な事故の発生を未然に防ぐために実
施するための応急的な対応
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浄化槽の復旧に向けた対応状況（珠洲市）

上水道の復旧スケジュールを踏まえ、住民の帰還意向を考慮し、浄化槽の早期復旧を目指す

浄化槽の点検作業

点検者 :石川県浄化槽協会
被害数 :390基
工事発注:225基
（修繕は珠洲市、補助金交付）

点検者 :石川県浄化槽協会
被害調査:319基
コールセンター問合数:520基
（修繕は所有者、補助金交付）

【市町村型 758 基】 【個人設置型 1,195 基】

市町村設置型浄化槽の修繕意向について、住民アンケート調査を実施。
※使用不可のもので「復旧したい」を優先し、公費解体でつぶすものや復
旧を希望しないものは除く。

市外等への避難者が多く、アンケート未回答者への対応が困難。所有
者の電話番号が把握できず。

個人浄化槽については、コールセンターを設置し、住民ニーズを把握

個人浄化槽は、被災者が事業者に修繕を依頼し、復旧工事の補助金
を交付申請

浄化槽の点検、補修業者が不足（宿泊場所の確保も）

浄化槽汚泥の引き抜きと処理

⇒ 浄化槽汚泥を一時貯留し、広域搬送を調整

撤去した浄化槽の洗浄と処理

⇒ 浄化センター敷地や仮置場での洗浄を調整

破損した浄化槽を洗浄 6/15時点

浄化槽の復旧に向けた対応状況（珠洲市）
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その他の対策事例
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被災自治体の課題として
バキューム車の減少

被災自治体だけでは
災害時に対応することができない

他からの支援が入るまでに
時間がかかる

被災自治体で当面できる対応を検討
①バキューム車からのし尿の積替保管
②し尿の固化
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バキューム車からのし尿の積替保管

広島市の事例

• 下水道整備に伴い、し尿量が減少しバキューム車も減少

• し尿量が減少したため、し尿処理場を閉鎖し、下水処理場にし尿受入施設を設置して直接
投入を開始

• 地域によっては、下水処理場まで直送できなかったため、し尿の積替保管場を設置

• 積替保管場は大型ローリー車を設置して、バキューム車からホースを接続して直接積み
替える簡易なもの

（平成２６年広島土砂災害で流出し、現在は存在しない）
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ご静聴ありがとうございました。

能登半島地震に関する最新の対応状況は
環境省ＨＰをご参照ください。

ホーム＞災害対応＞令和6年能登半島地震について
https://www.env.go.jp/saigai/noto_earthquake_202401/index.html


